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? 1.最近 の 動 き/CurrentTopics
◎研究会等/ResearchMeeting
「科学技術 に関す る社会意識調査研究委員会」(第5回)が7月15日に開催 され、平
成2年度 に実施 したパ イロッ ト調査に関する事務局 レポー トに基づ き今後の取 り
ま とめ方法 の検討が行 われ るとともに、平成3年度 に実施す る予定 の本調査 の質問
事項 に関 す る検討が行われた。
◎ 講 演会 等/LecturesatMSTEP
7/9(火) 「大学における生物系基礎研究 について」
久保田 競(京都大学霊長類研究所長)






WilliamR.Boulton(オー・・"ン大 学通 商 セ ンター教授)
Dr.顧11enbrock(米NSF科学 技 術=国際 問題 担 当
ア シス タ ン ト・デ ィ レク ター)
韓 国政 策 研修 団(韓 国 科学 技 術処 技 術 振興 局 技 術調 査 課長 池)
9rs.PeggyTsang(カナ ダ外交 国 際 貿易 省北 ア ジア課 科 学 技 術担 当官)
Dr.HerudiKartowisasro(イン ドネ シア科 学院
科学 技 術基 盤 整 備担 当局 長)
一 エ ー
◎ 政 府 資料 ア ブ ス トラク ト誌 の掲載 資料 年間 利 用 状況(199◎Ne.4～1991No.3)で
当所 の三 レポ ー トが各 々25・30・31位とな りま した。
《25》薪 材 料 の開 発 ・利 用'tその影 響 に関 す る調 査研 究報 告(調 査 資料 一6)
《30》バ イ オ テ クノ ロ ジーの 開発 利 用 とその影 響 に関 す る調 査研 究
一バ イオ テ クノ ロ ジーの実 用 化 とそ の課題 一一(MS狸PR£PORTNo.13)
《31》特 許 出願 か らみ た産 業 別研 究 開 発 の動 向(MS狸PREP◎RTNo.9)
2.研究 ノ ー ト/ResearchNote
変化す る構造 と意義:
日英における企業 の研究開発 と学術研究 の相互関係 について
日本 企業 の世 界 の科 学 文 献 に対 す る貢 献 は、研 究 課題 と して ます ま す興 味 あ る
もの に な って きて い る。それ は ま さに 日本 の科 学 技術 シス テ ムに お け るい くつ か
の 動 向の 交 差 点上 に位 置 して い る。 日本 は 、少 な くと も米 国 の 特許 デ ー タか らみ
る限 りで は、商 業 的 に重要 な多 くの分 野 で、 なお強 化 され つっ あ る技 術 的 覇 権 を
有 して い る。(NarinandFrame,1989)
一 方、世 界 の研 究 文献 へ の 日本 の貢献 も、 決 して急速 とは いえ な いが(同 上)、着
々 と高 ま って い る。 しか しなが ら、基礎 研 究 につ い て は、 日本 は今 な お相対 的 に
弱 い とみ な され て い る。この原 因 は い くつ か の要 素 の組 み合 わ せ によ る と考 え る
こ とが で き る。す なわ ち、政 府 の大 学 へ の出 資 が比較 的低 い レベ ル に あ る こ とや、
高 等 教育 シ ステ ムの構 造 、さ らに研 究 費 の配 分 メ カニ ズ ムが あ げ られ る。(Science,
1989;Nature,1989)
これ らの こ とが、「日本 は西 洋 の科 学 に頼 る こ とに よ って技 術 を産 みだ し、 そ れ
に付 随 す る経済 的 利 益 を得 るが 、 い まだ に世 界 の基 礎研 究 の蓄積 に対 して十 分 な
貢献 を して いな い」とい う認 識 を広 め る こと にな った。(Econo町st,1989)
日本 自身、現段階 で基礎研究の増強の必要性を認識 しているのだが、それを行
うために大学 の構造 を変え ることは難 しそ うである。(Science,1989)
一2一
現 在企業側は この挑戦に対応で きることを表明 してお り、長期 にわたる、よ り
想像力豊 かな研究 を実施す るための研究所を設立 しっつ ある。(Economist,1989)
日本 では、西洋 の研究者が近づ くのが容易でない企業の研究所で基礎研究を進
めるとい う明瞭 な傾向が ある。(米国や英国では似 たような研究が、外国か らの研




分 子 エ レク トロ ニ ク スや セ ラ ミック超 電 導 な どの 新 しい基 礎技 術 の主 要 な影 響
の一 つ は 、多 くの産業 分 野 にお け る科 学 への依 存 度 の 明瞭 な増大 で あ るが 、 この
こ とが 上 の事 実 を い っそ う強 調 して い る。(AIST,エ988;IrvineandHartin,198
4;andNarinandNoma,1985)
この ことが世 界 中 の企 業 に 自社 内 の基 礎 研究 にか け る努 力 を増 加 させ る こ とに
な り、ま た科 学 研 究 の世 界的 な動 向 を監視 し、 競争 相 手 の 研究 開 発 活動 を追 跡 す
る こと に一 層 の 資金 を っ ぎ込 ませ る こ とに な った。彊artinandIrvine,1989)
そ の結 果 、政 府 の 中心 的 な優先 政 策 の一 つ が学 術 基盤 の強 化 によ り研 究 活動 と
大 学 院 生 の訓 練 活 動 が将 来 にお け る産業 界 の要 請 … 特 に、 いわ ゆ る「開拓 可 能 な
科 学 分 野 」(ACARD,1986)におけ る… に合致 させ る ことに な った。この こ とは、大 学
と産 業 の 闇 、科 学 と技 術 の そ れ ぞれ の国家 シ ステ ムの間 の知 識 の 移転 、また は、科
学 が技 術 へ転 化 す る メ カニ ズム に関 して、 いか に少 しの こと しかわ か って い な い
か につ いて焦 点 を当 て る こと とな った。
本研究 プロジェク トでは、科学 と技術 の関連 について、 また企業が学会や その
他の公的基礎研究機関にどの程度知識入力 の面 で依存 しているかにつ いて研究 す
るため、文献計量デー タの利 用に大 きく頼 っている。 またこの研究は、基礎研究
が技術革新 において ますます重要性 を高 めていること、文献情報 の分析が基礎研
究活動の研究 に大 いに役立っ こと、 そ して文献 引用が産業界の研究開発 に対 す る
学 会及 びその他の基礎科学 の影響 を示す有意義 な指標であるとい う仮説に基 づい
ている。
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本研究 の目指す ところは、科学政策の分野か ら科学 の社会学 にまで及ぶ広範囲
の研究分野 における経験的、理論的理解 に貢献 するとい うことである。加 えて、こ
の結果が政府 にとっては学術研究のための基本政策構想 の立案及び科学の有望分
野を特定す るための道具 の開発 に、 そして産業界 にとっては戦略的な計画立 案 と
技術理解 に、それぞれに役立つ ことを期待 している。





























い まま で、色 々 な観点 か ら、技 術導 入 の統計 を と って きた が 、ロイ ヤ ル テ ィ間 の
相 関 関係 、例 え ば イ ニ シ ャルペ イ メ ン トが何 件 、ラ ンニ ン グロイ ヤ ル テ ィが何 件 と
い うデー タは過 去 と って きた が、そ うい う取 り方 で は な くイ ニ シャル ペ イ メ ン ト
が設 定 され て い る契 約 の中 で は、ラ ンニ ングロ イヤ ル テ ィは ど うな の か とい う調
べ方 は余 り され て い な か った。そ こで、63年度 分(第22号参 照)に 続 いて 調 べ て み た
のが 以下 の表 で あ る。
イ ニ シ ャル ・ペ イ メ ン ト有 契 約 の ロイヤ ル テ ィ別 契 約 件数
(見出 しの 数字 は ラ ンニ ング・ロイヤ ル テ ィの%,但 し90は%料 率以 外 の件 数)
技 術 分 類 010203◎4050607080910112131415161720253032353740455090
02農林水産業 11 1
04建設業 212 4
11食料品 ・たば こ 242 1
12繊維 11
14外衣 1 2 31 1 1
15その他 の衣服他 11 1
16木材木製品家具 1 11 1
17パ ル プ・紙製 品 1 1
21無機化学等 11 1












































82レジ ャー用 品 1 223 1 1 1 1
83プ ラ スチ ック晶 17721 1 1 3




O野 中郁次郎 一橋大学教授が第1研究 グループ総括主任研究官 に、丹羽冨士雄
筑波大学助教授が第2研究 グループ総括主任研究官 に7月15日付 けで併任 されま し
た。
含科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所
〒100東 京 都 千 代 田 区 永 田 町1-11-39電 話03(3581)2391,2392
やNa『tionalInstituteofScienceandTechnologyPolicy,
ScienceandTechnologyAgency,Japan
◇ADDRESS:1-11-39,Nagata-cho,Chiyoda-ku,Tokyo,100
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